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〈レポート〉農林水産業

研究員　山田祐樹久

ベトナムのフードバリューチェーンの動向
─ 模索される食の高度化への対応 ─

昇した。第１図の米の単収の推移にかかるタ
イとの比較から、ベトナムの単収の上昇が80
年代以降に急速に進んだことが読み取れる。

2　 高付加価値化が目指されるも流通面に課題
ベトナムの農業発展は、増産がけん引してき

た面が強かった。ただし、近年の高度経済成長
のもと、安全な農産物への消費者のニーズが
高まっており、これに対応しようとする動きも
みられる。なかでも、2010年頃から、「安全野菜
認証」やベトナム版のGAP（Good Agricultural 
Practice）認証である「VietGAP認証」といっ
た、政府の定めるガイドラインにのっとって
生産された農産物への認証

（注1）
が、生産者・消費

者の双方から注目を集めている。
しかし、こうした農産物の高付加価値化の

取組みには課題も多い。特に、消費者からは
「安全野菜は本当に安全なのか」、生産者から
は「自分は安全野菜農家であるにもかかわら

アジア諸国への農林水産物輸出や農業法人
の進出など、アジアのフードバリューチェー
ンに日本が関わろうとする動きが活発化して
いる。なかでも脚光を浴びるベトナムの農業
生産と農産物流通について、特徴や近年の動
きを整理する。

1　1980年代以降の飛躍的な農業発展
ベトナムは現在、主要な食料輸出国として

の地位を築いているが、農業発展が進んだの
は1980年代以降であり、それ以前の集団農業
生産体制期の農業は長期的に停滞していた。
45年に共産政権が発足し、58年から北部地

域で集団農業生産体制が導入された。その執
行機関として合作社が村ごとに設置され、村
内の生産と分配を一元的に管理するようにな
る。しかし、同体制下では、農家の生産努力
に報酬が見合わないことが多く、農業生産の
停滞が顕在化した。特にベトナム戦争後は合
作社の求心力低下が一層深刻化し、その崩壊
が相次いだ。こうした事態を受け、政府は80
年代以降、余剰生産分についての農家の自由
裁量を段階的に認めるとともに、86年のドイ
モイ政策により市場経済導入と対外開放に踏
み切ることとなる。
自由化の流れのなかで、93年の土地法改正

により、農地の使用権が政府から農家に分配
され、また、96年の合作社法改正により、合
作社は農業協同組合としての位置づけに変更
された。これら一連の政策転換のもとで農家
の生産意欲は飛躍的に改善し、生産量は急上
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（注） 精米換算。
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第1図　ベトナムとタイにおける米の単収
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ず、自分の野菜が通常の野菜として売られて
いる」といった声が聞かれる。その主な理由
の一つには、農産物流通機構の未整備が挙げ
られる。
首都ハノイ市を抱え、野菜生産が活発な地

域である紅河デルタでは、野菜の流通過程で
多数の零細な商人を介すことが多い。まずは、
村内の集荷商が生産者から農産物を買い取り、
近隣の卸売市場にバイクで運搬する

（注2）
。卸売市

場にて次の商人に買い取られた後、ハノイ市
内の集合小売市場に運ばれ、そこで小売商に
買い取られる。そして、同市場内の売場に、
路上小売商や屋台経営者、一般消費者が買い
にくる。
こうした多数の商人を複雑に経て流通する

農産物は、集合小売市場で販売される際には、
産地などの情報は不確かとなってしまう。安
全野菜についてもこうした流通経路をたどる
ことがあり、その過程で通常の野菜と混入し
てしまうといった問題が生じている。

3　脚光を浴びる非市場流通
このような課題に対応するため、安全野菜

認証やVietGAP認証を取得している生産者集

（注 1）安全野菜認証やVietGAP認証の詳細は、日本
貿易振興機構「ベトナムにおける高付加価値野菜
の栽培・流通関連制度調査」 （2015） （下記URL）
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_
Reports/02/f02aa2a7f34d0b98/jetro_
agrireports_vn201503.pdf

（注 2）なお、ここで示した集荷商は兼業農家である
ことも多く、また、農家自身が卸売市場に直接運
搬するケースもみられる。

（注 3）近年、急成長を遂げた現地資本であり、不動
産投資をはじめ、幅広い分野の経営を行う。詳し
くは、三菱UFJリサーチ&コンサルティング「グ
ローバルレポート ベトナム生活産業分野の一翼を
担う注目企業 Vingroup」 （2016） （下記URL）
http://www.murc.jp/thinktank/rc/report/
global_report/global_1609.pdf

団が合作社や農業法人を設立し、食品会社と
契約栽培を行うケースがみられる。こうした
タイプの合作社は、いわば専門農協であり、
その数は徐々に増えている。
また、安全野菜や有機農産物の生産者集団

と契約し、消費者に対し直接販売を行う法人
もみられ始めている。取り扱う商品は、契約
産地の野菜の詰め合わせボックスといったも
のであり、80年代から90年代に日本で活発に
みられた生協によるボックス産直を彷彿とさ
せる取組みである。
さらに、ベトナムの巨大資本であるVingroup

（注3）

の小売部門VinMartは、同資本の農業投資部
門VinEcoから、VietGAP認証を取得した農産
物や有機農産物を仕入れている。VinEcoは15
年にVingroupの出資で設立された法人であり、
全国各地に産地を持つ。Vingroupは自ら農業
分野に参入することで、高付加価値農産物の
サプライチェーン強化を図ったと考えられる。
ベトナムのフードバリューチェーンは近

年、「量」から「質」への対応に迫られている
と言えよう。合作社による契約栽培や、産直、
企業の農業参入など、農産物の生産、流通の
あり方が多様な形で模索され始めている。

（やまだ　ゆきひさ）
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